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論 文 内 容 の 要 旨 
沿岸域における環境再生事業の事業評価や適地選定、事業効果の検証の基礎資料を得る
ことを目的として、生物・漁場環境調査や水質調査が実施されることがある。しかしなが
ら、調査に要する費用面や工程等の事情により、調査時期、時間帯、頻度等の条件が限定
されることが多く、潜水士等により実施される潮下帯を含む大規模で継続的なモニタリン
グ調査は費用面から容易ではない。そのため、既存の文献や調査結果を活用した定性的な
評価にとどまる場合や調査時期、頻度等が限定される場合が多いのが現状である。  
一方、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づき策定される瀬戸内海環境保全基本計画
（2015 年 2 月）によると、「豊かな瀬戸内海」を目指して、瀬戸内海沿岸域の環境の保全、
再生および創出等、環境保全に係る施策を総合的かつ計画的に推進することとされている。
また、国、地方公共団体、民間団体等の連携の下に、環境影響評価手法の向上に関する調
査研究等を推進するとともに、生態系等の効果的な環境モニタリング手法等に関する技術
開発を促進することとされている。  
本研究は、従来の研究においては、単一種もしくは同一類を指標とした研究に適用され
ることが多く、付着生物という大きな括りで評価を行っている事例は少ない HEP の考え
方を応用し、簡便かつ定量的評価が可能な環境評価モデルを構築しようとした。また、構
築した環境評価モデルにより、評価海域における生物・漁場環境との関係を考察しようと
した。さらに、沿岸域における環境の保全、再生および創出を推進する際に不可欠なプロ
セスである、一般市民を対象とした事業説明にも活用できるよう、構築した環境評価モデ
ルの活用面に主眼を置き、その評価法や海域環境事業評価手法について考察するとともに、
本研究において構築した環境評価モデルを漁場環境評価や海域環境評価に活用する方法に
ついて述べている。  
第 1 章では、HEP の概要と HSI モデルの構築方法に加えて、環境評価手法に関する従
来の研究について整理しつつ、本研究の背景、目的について述べている。  
 第 2 章では、現地調査の概要と結果、現地調査に影響を及ぼす自然・海象条件の考察、
付着生物種数調査と潮位変動との関係、および付着生物種数調査と水質との関係について
整理している。  
第 3 章では、第 2 章で得られた現地調査結果、現地調査に影響を及ぼす自然・海象条件
の考察、付着生物種数調査と潮位変動との関係、および付着生物種数調査と水質との関係
の考察などから得られた知見を用いて、HEP を応用した環境評価モデルを構築している。  
第 4 章では、第 3 章で述べた潮間帯における付着生物種数調査の結果を用いて構築した
環境評価モデルを潮下帯に適用することの妥当性を検証しようとして、沿岸域の潮下帯で
実施されていた既往の水質観測結果および付着生物種数調査結果を整理し、それらを本研
究で構築した環境評価モデルへの適用の可否について考察している。   
第 5 章では、本研究で構築した環境評価モデルを漁場環境評価に適用しようとして、評
価海域の漁業実態を把握するため、統計資料に基づき、評価海域における漁業種類別の経
営体数および漁獲量などの整理を行った。また、それらを本研究で構築した環境評価モデ
ルへの適用し、その適用結果について考察するとともに、本研究で構築した環境評価モデ
ルを応用し、個別魚種への適用の可能性について考察している。  
第 6 章では、まず、本研究で構築した環境評価モデルに評価対象地点の水質観測結果を
適用することにより、評価対象地点における付着生物の確認種数の予測を試みた。次に、
関西国際空港を別海域の検証地点として選定し、本研究で構築した環境評価モデルを関西
国際空港外周護岸への適用する場合の再現性について考察した。さらに、沿岸域における
環境の保全、再生および創出を推進する際に不可欠なプロセスである、一般市民を対象と
した事業説明にも活用できるよう、本研究において構築した環境評価モデルの活用面に主
眼を置き、その評価法や海域環境事業評価手法について考察している。  
第 7 章では、以上の議論を踏まえて結論を述べている。  
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 沿岸域や海域における環境再生事業や敵地選定、事業効果の検証を行う際には環境アセ
スメントを実施することが求められる。定量的な評価をおこなうためには、魚類等が生息
する潮下帯および餌となる生物が生息する潮間帯において、環境影響評価を目的とした生
物・漁場環境調査や水質調査には大規模で継続的なモニタリング調査が必要であるが、費
用面等からその実施は容易ではない。そのため、既存の資料等を用いた定性的な評価や限
定された調査内容となる場合が多いのが現状である。本研究では、持続可能で簡便な調査
結果から従来の定量的評価法の精度に匹敵する海域環境評価や事業評価が行える評価手順
と精度を検討した結果より、新たな手法を提案している。  
論文提出者は、特定の生物の生息環境を評価する手法である HEP（Habitat Evaluation 
Procedure：生息環境評価手法）を潮間帯の付着生物種数の推定方法に拡張可能であるこ
とと、その環境評価モデルが妥当であることを見出した。この結果を用い、アクセスが容
易な潮間帯での付着生物種数および水質調査結果から生息環境評価手法（HEP）を応用し
て得られる海域環境ポテンシャルという新たな指標を提案し、この指標と潮下帯での漁獲
量および水質調査結果との相関関係を見出し、従来にはない持続可能で簡便な海域環境評
価手法を提案している。このモデルの妥当性を調査対象外である関西国際空港外周護岸に
おける付着生物調査結果を用いて検証した結果から、提案手法の信頼性を確認している。
さらに、これらの成果を統合して新たな海域環境事業評価手法を提案しており、その新規
性が評価されるとともに、一般市民を対象とした海域事業の説明にも活用可能なモデルで
もあることから、その有用性も評価される。以上の内容、論文提出者の業績である 6 編の
査読付き論文で評価されているように、その工学的意義が認められる。  
 よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。  
 
